


4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

[（注） 詳細は、16ページ「（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。] 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

[（注） 詳細は、21ページ「（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。] 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 株式会社ウエザーステーション ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 58,478,218株 20年3月期 58,441,218株

② 期末自己株式数 21年3月期  163,276株 20年3月期  124,370株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 39,220 9.4 89 ― 1,060 ― 1,017 ―

20年3月期 35,864 △2.6 △1,802 ― △892 ― △7,506 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 17.44 ―

20年3月期 △128.69 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 32,637 9,514 28.6 159.97
20年3月期 37,205 9,063 23.9 152.70

（参考） 自己資本 21年3月期  9,328百万円 20年3月期  8,892百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、
３ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

16,200 △3.9 △1,000 ― △550 ― △700 ― △12.00

通期 38,000 △3.1 200 123.0 1,200 13.1 900 △11.5 15.43



(1）経営成績に関する分析 

（経営成績）  

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、米国発の金融危機の影響が世界の実体経済に波及したことで、急激な円

高や株価下落をもたらし、雇用問題も深刻化するなど、急速な景気後退が進行しております。  

 スポーツアパレル業界におきましても、健康に対する意識の向上によりスポーツへの関心は高まってはおります

が、個人消費の急激な冷え込みなどにより厳しい経営環境が続いております。 

 このような経営環境の中、当社グループ（当社、連結子会社および持分法適用会社）は当連結会計年度を第２年度

とする中期経営計画に基づき経営構造改革に全力をあげて取り組んでおります。当連結会計年度の経営構造改革の進

捗状況は、調達手法改革による商品原価低減と需要予測精度の向上を図ったことによる返品・値引の低減により、前

期に比べ売上総利益率が大幅に改善いたしました。また、在庫の総量抑制と回転率の向上、返品の低減効果による物

流コストの削減と、前連結会計年度に実施した人員の削減による人件費の抑制などにより販売費及び一般管理費が減

少し、前連結会計年度に不採算事業から撤退した効果も合わせて、前期に比べ営業利益が大幅に改善し、黒字化を達

成いたしました。 

ブランド事業といたしましては、アスレチックスタイル事業におきまして、前連結会計年度に導入しました「スピ

ード」ブランドの積極事業拡大を進めております。競泳の世界新記録を多数更新したことによる話題性に加え、積極

的な営業活動とショップインショップの全国展開などにより売上高が前期比大幅に伸長いたしました。また、「エレ

ッセ」ブランドは店頭状況に連動した短サイクル生産の推進による返品・値引の大幅な低減と商品在庫の大幅な削減

により収益が改善されるなど事業構造改革が順調に進んでおり、1959年のブランド生誕から50周年を迎えることを

機会にマーケティングミックスによりブランドの再生を図ります。「チャンピオン」ブランドについても、短サイク

ル生産を推進し返品・値引の低減により収益力が回復してきております。  

 アウトドアスタイル事業におきまして、「ザ・ノース・フェイス」ブランドは、数シーズン続いたダウンウエアブ

ームが落ち着き、レインウエア、ウインドブレーカー、バッグ等の商品に販売主力が移っておりますが、引き続き好

調に推移し売上を伸ばしており、ブランド生誕40周年を機会にさらなる成長を図ります。 

 アクティブスタイル事業におきましては、ウインター関連商品を早期に店頭展開を開始したことなどにより店頭消

化が順調に推移し、大幅に収益改善が実現しました。また、自転車、バイクウエアなどの通年型商品群も堅調に推移

しております。 

 これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高 百万円（前期比1,291百万円減）、営業利益 百万円（前

期比2,202百万円増）、経常利益 百万円（前期比1,417百万円増）、当期純利益 百万円（前期比7,391百万

円増）となり、経営改革の効果が明確に発現し、前期に比べ大幅に業績を改善することができました。 

  

 （次期の見通し） 

 今後の見通しにつきましては、世界各国の経済対策ならびに金融政策の効果が待たれるところですが、輸出や国内

生産が減少し、雇用情勢は悪化を続けており、個人の消費マインドは低迷が続くものと予想されます。当社グループ

といたしましては、中期経営計画の最終年度にあたり、経営改革の更なる推進により基礎収益力アップを図り、成長

戦略の基盤作りを進めてまいります。 

 通期の連結業績につきましては、売上高43,000百万円、営業利益600百万円、経常利益1,800百万円、当期純利益

1,400百万円を予想しております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は3,326百万円となり、前連結会計年度末より1,292百万円減少致し

ました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られたキャッシュ・フローは 百万円（前連結会計年度は3,752百万円の支出）となりまし

た。これは主に、税金等調整前当期純利益1,545百万円の計上のほか、たな卸資産の減少1,092百万円および売上債権

の減少497百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）   

 投資活動の結果得られたキャッシュ・フローは 百万円（前連結会計年度比6,800百万円の減少）となりました。

これは主に、固定資産（東京第２ビル）の売却収入によるものであります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは4,154百万円（前連結会計年度比667百万円の増加）となりました。

これは主に、借入金の返済および社債の償還による支出によるものであります。 

１．経営成績

44,056 192

1,546 1,349

1,923

956



（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。また、利回りについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

（注５）平成20年３月期の債務償還年数、インタレスト・カバレッジ・レシオについては営業キャッシュ・フローが

マイナスの為記載しておりません。 

   

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主各位に対する利益還元が企業として最重要課題の一つであることを常に認識し、財務体質と

経営基盤の強化を図るとともに、株主各位に対し安定的な配当を継続することを基本としております。 

 しかしながら、当社グループをとりまく環境は依然として厳しく、また当期の業績に鑑み、株主の皆様には誠に遺

憾ではございますが、引き続き無配とさせていただく予定であります。なお、次期につきましても、現在のところ無

配を継続させていただきたいと考えております。 

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループの経営成績、株価および財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあり

ます。なお、記載内容のうち将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 

  

１．調達に関するリスク 

① 製品調達等海外事業活動に伴うリスク 

 当社グループの製品調達の多くは、競争力のある製品調達を目的に中国を主として、ベトナム・タイ等の海外

調達に依存しております。また、イタリアを中心としたヨーロッパ各国・中国・韓国等におきましても海外事業

活動を行っており、各国での政治および経済情勢の変化・予期しない法律改正・未整備の技術・インフラなどの

原因で事業遂行に問題が生じる可能性があります。 

② 為替レート変動に伴うリスク 

 当社グループの製品調達は、海外生産比率が高く、為替レートの変動は外貨建ての直接取引および商社等を経

由する間接取引の製品調達に影響を及ぼす可能性があります。 

 為替レートの変動リスクを回避するために為替予約取引等の手段を講じておりますが今後の為替レートの変動

によっては、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

③ 製造物責任に関するリスク 

 当社グループは、品質管理基準に従って生産および仕入を行っております。しかしながらすべての製品に不良

がなく、製造物責任賠償が発生しないという保証はありません。 

 製造物責任賠償については保険に加入しておりますが、製造物責任問題の発生で企業責任を問われることによ

る社会的評価の低下は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

２．有利子負債依存度および金利変動リスク 

 当社グループの直近２期の期末有利子負債残高及び総資産に占める割合は下表のとおりであります。今後も引き

続き効率経営を推進し、有利子負債の削減による財務体質の強化に努めてまいりますが、金利動向等の金融情勢の

変化があった場合や計画どおりの資金調達ができない場合には、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  平成17年3月期平成18年3月期平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期

 自己資本比率(％) 34.6 34.5 35.9 30.6 33.0  

 時価ベースの自己資本比率(％) 25.8 43.8 24.5 26.1 19.2  

 債務償還年数(年) 10.1 15.0 10.8 － 5.4  

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 4.4 3.3 4.7 － 6.2  



  

３．退職給付債務に関するリスク 

 当社グループは日本の会計基準に従い、未積立の退職給付債務を処理していますが、退職給付債務等の計算の基

礎に関する事項（割引率、期待運用収益率等）について再検討する必要が生じる可能性および今後年金資産の運用

環境の悪化等から数理計算上の差異が発生する可能性があります。この場合、未積立退職給付債務の増加等、費用

処理される債務金額が増加することにより当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

４．個人情報の取扱いに係るリスク 

 当社グループは売上の一部を通信販売によっていることから、顧客の個人情報を保有しております。個人情報に

ついては社内管理体制を整備し、情報管理への意識を高めるとともに、安易に情報が漏洩することの無いように、

取り扱いには留意しております。 

 しかしながら、外部からのハッキングなど、不測の事態により、万が一、個人情報が外部に漏洩するような事態

となった場合には当社グループの信用失墜による売上の減少、または損害賠償による費用の発生等が起こることも

考えられ、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

５．固定資産の減損に係るリスク 

 当社グループが保有する固定資産について、資産の収益性低下等により投資額の回収が見込めなくなる可能性が

あります。これに伴い「固定資産の減損に係る会計基準」に規定される減損処理が必要になった場合には、当社グ

ループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

６．財政状態および経営成績の変動要因に伴うリスク 

 当社グループの過去の財政状態および経営成績において、不採算事業からの撤退による事業整理損、取引先等の

業況悪化に伴う債権償却引当損、株価の大幅な下落による投資有価証券評価損等の計上が大きな影響を及ぼしてき

ました。 

 当社グループは、キャッシュ・フロー重視の経営により財務体質の強化を図り、効率経営を推進すべく不採算事

業・店舗の整理・撤退、売上債権・在庫の圧縮等に努めてまいりましたが、今後将来においてさらなる損失の計上

が発生しないとの保証はなく、当社グループの業績に悪影響を及ばす可能性があります。 

  

７．他社との提携に関するリスク 

 当社グループは、シナジー効果による市場での優位性を確保するために技術提携およびコラボレーション等共同

での活動を行っております。今後も継続していく予定でありますが、当事者間において市場や事業運営等につき大

きな見解の相違が生じた場合は当該事業の継続が困難になり、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

８．消費者の嗜好の変化ならびに気象状況などによるリスク 

 当社グループが扱う商品は景気の変動による個人消費の動向、そして消費者の嗜好の変化に影響を受けやすく、

また特定の季節に利用される商品においては、天候不順、暑さ寒さなど気象条件が、大きく売上に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

９．経営構造改革に関するリスク 

 当社グループは、平成19年11月15日に発表した中期経営計画に基づく構造改革の着実な実行により、当連結会

計年度の損益状況は大幅に改善し、営業利益の黒字化を達成することが出来、継続企業の前提に関する重要な不確

実性が認められなくなりました。 

 今後も引き続き構造改革の推進により徹底的なコストダウンと基礎収益力のアップを図り、成長戦略の基盤作り

を進めていく所存ですが、構造改革諸施策が計画どおり進捗しない場合には、予想している収益および利益が確保

できない可能性があります。 

  

  平成20年３月期   平成21年３月期   

  （単位：百万円） 構成比(％) （単位：百万円） 構成比(％) 

期末有利子負債残高 14,585 31.9 10,462  27.2  

総資産 45,551 100.0 38,479  100.0  



 当社の企業集団は、当社、子会社１４社、関連会社３社で構成され、主として繊維製品を中心に各種スポーツ用品の

製造・販売を行っているほか、ゴルフ場の運営などのその他事業を展開しております。  

 当社グループの事業に係わる各社の位置づけ系統図は次の通りです。 

 
（注）株式会社シークラフトおよび株式会社テイースポーツは平成20年９月30日付で解散決議を行い、現在清算手続中で

あります。 

２．企業集団の状況



 (1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標は、平成20年３月期決算短信（平成20年５月16日開示）に

より開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略しております。  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

 （当社ホームページ） 

  http://www.goldwin.co.jp/corp/h20/tanshin.PDF  

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ） 

  http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 顧客や市場の変化に柔軟に対応して、ブランド事業の収益基盤を強化し、企業価値を高めるべく取り組んでおり

ます。顧客基点のさらなる強化戦略として、次の戦略を掲げています。 

  

 長期的な経営戦略は上記のとおりでありますが、当連結会計年度を第２年度とする中期経営計画に基づき、成長

戦略として下記の施策を実行中であります。  

  

  

３．経営方針

① 

  

  

マルチブランド戦略 

  

  

：

 

 

単一ブランドでは出来ない新しい市場を創造し、カテゴリー分類別にマルチブランド

戦略を実践し、スポーツスタイルの提案を強化します。 

  

② 

  

  

自主管理売場の強化 

  

  

：

 

小売機能の強化を図り、直営店の連結売上構成比を拡大し、消費者ニーズを直接・間

接的に汲み上げると同時にクリエイティブな提案を積極的に行います。  

  

③ 

  

  

  

商品力の優位性の確

立 

  

  

：

 

 

 

各分野において、今まで以上に世界でもトップクラスの高機能・高品質を誇れる製品

を開発し、市場においてもお客様にとっても絶対必要なブランドとしての地位を確立

します。  

  

④ 

  

  

  

グローバル市場への

挑戦 

  

  

：

 

 

 

国内のみならず海外市場においても、当社グループの商品力の優位性を背景に、オリ

ジナルブランドを世界で展開していくための戦略の構築、布石に積極的に取り組んで

いきます。 

  

⑤ 

  

  

  

  

ＣＳＲ・コンプライ

アンス体制 

  

  

  

：

 

 

 

 

社会の中で信頼の置ける必要な会社であると認められるためには、取扱商品への高い

ニーズ・信頼性にはじまり、企業倫理・法令遵守はもとより、環境問題への積極的な

取り組み、さらには当社グループとしての独自の社会貢献活動が今後の取り組み課題

となります。 

  

(1) 

  

「ザ・ノース・フェイス」

ブランド 

… 

  

アウトドア市場のリーディングブランドとしてさらに積極拡大する。 

  

(2) 

  

「スピード」ブランド 

  

… 

  

積極拡大し、新規基幹事業として収益化を図る。 

  

(3) 

  

  

  

「チャンピオン」ブランド 

  

  

  

… 

  

  

  

短サイクル生産による期中フォローの推進を図り、返品・値引の削減による

収益力の回復を図る。また直営店舗展開によるブランドイメージの再構築を

推進する。 

  

(4) 

  

  

「エレッセ」ブランド 

  

  

… 

   

  

ＳＰＡ型事業としての事業モデルを完成させる。エレッセブランド50周年を

機会点に、マーケティングミックスによりブランドの再生を図る。 

  

(5) 

  

  

「Ｃ３ｆｉｔ」ブランド 

  

  

… 

  

  

新ブランドのコンプレッションアンダーウエアとしてグローバルブランド商

品へ育成する。 

  

(6) 

  

  

海外戦略 

  

  

… 

  

  

韓国で展開中のアウトドアビジネスをさらに拡大し、欧州・中国のスキー市

場におけるシェア拡大と北米市場の獲得を図る。 

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,256 3,825

受取手形及び売掛金 10,248 9,352

たな卸資産 9,063 －

商品及び製品 － 7,069

仕掛品 － 69

原材料及び貯蔵品 － 777

その他 1,901 1,419

貸倒引当金 △266 △32

流動資産合計 26,204 22,481

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  2,683 ※1  2,365

機械装置及び運搬具（純額） 109 90

土地 ※1  1,729 ※1  1,247

リース資産（純額） － 169

その他（純額） 110 87

有形固定資産合計 ※2  4,633 ※2  3,960

無形固定資産   

商標権 1,567 1,179

その他 266 186

無形固定資産合計 1,833 1,365

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1,※3  8,765 ※1,※3  6,394

長期貸付金 125 118

差入保証金 2,986 2,937

破産更生債権等 157 155

その他 ※3  1,262 ※3  1,435

貸倒引当金 △418 △368

投資その他の資産合計 12,879 10,671

固定資産合計 19,346 15,998

資産合計 45,551 38,479



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,720 10,320

短期借入金 ※1  2,778 1,978

1年内償還予定の社債 3,110 1,230

1年内返済予定の長期借入金 ※1  2,883 ※1  1,890

リース債務 － 39

未払金 1,220 720

未払法人税等 96 110

未払消費税等 359 142

未払費用 390 360

賞与引当金 426 463

返品調整引当金 409 318

その他 219 147

流動負債合計 22,616 17,722

固定負債   

社債 1,370 140

長期借入金 ※1  4,443 ※1  5,223

リース債務 － 142

繰延税金負債 450 70

退職給付引当金 1,689 1,719

その他 850 566

固定負債合計 8,804 7,862

負債合計 31,420 25,585

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,321 10,329

資本剰余金 5,532 8

利益剰余金 △3,047 3,834

自己株式 △28 △38

株主資本合計 12,777 14,134

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 624 20

繰延ヘッジ損益 △51 △35

為替換算調整勘定 601 △1,419

評価・換算差額等合計 1,174 △1,434

新株予約権 171 185

少数株主持分 7 9

純資産合計 14,130 12,894

負債純資産合計 45,551 38,479



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 45,348 44,056

売上原価 ※2  29,378 ※2  27,310

売上総利益 15,969 16,746

返品調整引当金戻入額 45 91

差引売上総利益 16,014 16,837

販売費及び一般管理費 ※1,※2  18,024 ※1,※2  16,645

営業利益又は営業損失（△） △2,009 192

営業外収益   

受取利息 41 42

受取配当金 33 37

受取ロイヤリティー 121 56

持分法による投資利益 2,384 1,701

その他 261 149

営業外収益合計 2,842 1,987

営業外費用   

支払利息 434 303

手形売却損 － 69

為替差損 － 112

その他 270 147

営業外費用合計 704 632

経常利益 128 1,546

特別利益   

固定資産売却益 ※3  8 ※3  421

貸倒引当金戻入額 12 156

その他 4 50

特別利益合計 25 628

特別損失   

固定資産処分損 ※4  4,521 ※4  15

減損損失 － ※6  127

店舗閉鎖損失 41 59

ブランド整理損 ※5  251 ※5  306

特別退職金 432 85

その他 488 35

特別損失合計 5,734 629

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△5,579 1,545

法人税、住民税及び事業税 206 195

法人税等調整額 255 －

法人税等合計 462 195

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 0

当期純利益又は当期純損失（△） △6,041 1,349



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,321 10,321

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 8

当期変動額合計 － 8

当期末残高 10,321 10,329

資本剰余金   

前期末残高 5,947 5,532

当期変動額   

損失処理による欠損填補 △415 △5,532

新株の発行（新株予約権の行使） － 8

当期変動額合計 △415 △5,524

当期末残高 5,532 8

利益剰余金   

前期末残高 2,550 △3,047

当期変動額   

損失処理による欠損填補 415 5,532

新規持分法適用 27 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,041 1,349

当期変動額合計 △5,598 6,882

当期末残高 △3,047 3,834

自己株式   

前期末残高 △25 △28

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △10

当期変動額合計 △2 △10

当期末残高 △28 △38

株主資本合計   

前期末残高 18,794 12,777

当期変動額   

損失処理による欠損填補 － －

新規持分法適用 27 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,041 1,349

自己株式の取得 △2 △10

新株の発行 － 17

当期変動額合計 △6,016 1,356

当期末残高 12,777 14,134



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,147 624

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △523 △604

当期変動額合計 △523 △604

当期末残高 624 20

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △38 △51

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 16

当期変動額合計 △13 16

当期末残高 △51 △35

為替換算調整勘定   

前期末残高 819 601

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △218 △2,021

当期変動額合計 △218 △2,021

当期末残高 601 △1,419

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,929 1,174

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △755 △2,609

当期変動額合計 △755 △2,609

当期末残高 1,174 △1,434

新株予約権   

前期末残高 63 171

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 108 14

当期変動額合計 108 14

当期末残高 171 185

少数株主持分   

前期末残高 7 7

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 1

当期変動額合計 0 1

当期末残高 7 9



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 20,794 14,130

当期変動額   

損失処理による欠損填補 － －

新規持分法適用 27 －

当期純利益又は当期純損失（△） △6,041 1,349

自己株式の取得 △2 △10

新株の発行（新株予約権の行使） － 17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △647 △2,592

当期変動額合計 △6,663 △1,235

当期末残高 14,130 12,894



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△5,579 1,545

減価償却費 761 706

持分法による投資損益（△は益） △2,384 △1,701

投資有価証券評価損益（△は益） 42 25

退職給付引当金の増減額（△は減少） △250 29

減損損失 － 127

貸倒引当金の増減額（△は減少） 98 △154

受取利息及び受取配当金 △74 △80

支払利息 434 303

固定資産処分損 4,521 －

固定資産処分損益（△は益） － △406

売上債権の増減額（△は増加） △27 497

たな卸資産の増減額（△は増加） 381 1,092

仕入債務の増減額（△は減少） △1,656 △400

その他 △392 △32

小計 △4,126 1,550

利息及び配当金の受取額 984 1,217

利息の支払額 △429 △311

法人税等の支払額 △181 △201

訴訟和解金の支払額 － △332

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,752 1,923

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,570 △1,593

定期預金の払戻による収入 1,556 1,667

固定資産の取得による支出 △73 △198

固定資産の売却による収入 8,637 1,098

投資有価証券の取得による支出 △14 △14

投資有価証券の売却による収入 2 38

差入保証金の差入による支出 △1,207 △43

その他 425 1

投資活動によるキャッシュ・フロー 7,757 956

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △550 △800

長期借入れによる収入 2,800 3,250

長期借入金の返済による支出 △3,594 △3,463

社債の償還による支出 △2,140 △3,110

リース債務の返済による支出 － △33

その他 △2 2

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,487 △4,154

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 517 △1,292

現金及び現金同等物の期首残高 4,102 4,619

現金及び現金同等物の期末残高 4,619 3,326



  

(5）継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社グループは、当連結会計年度において2,009百万円

の営業損失を計上し、２期連続の営業損失となりました。

当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。 

 当該状況を解消すべく、当連結会計年度においては平成

19年11月15日に発表した中期経営計画に基づき、基礎収益

力の回復策として「不採算事業からの撤退」「人員体制の

見直しによる人件費の削減」を行い、また財務体質の強化

とバランスシートの健全化をめざして「本社ビルの流動

化」を実施し、有利子負債の削減に努めてまいりました。

 中期経営計画に基づき、構造改革は予定どおり推進中で

ありますが、結果として多額な特別損失を計上し、6,041

百万円の当期純損失となりました。 

 中期経営計画の骨子は以下のとおりです。 

 ・不採算事業からの撤退による採算性の確保 

 ・人員体制の見直しによる人件費の削減 

 ・調達改革によるコストおよび在庫の削減  

 ・物流改革によるコストの削減 

 ・不動産の売却による有利子負債の削減 

 新連結会計年度には、調達改革および物流改革の具体策

として、売上計画の確実な達成を図るため需要動向を詳細

に分析し、過剰供給を抑制することにより、返品・値引の

削減や滞留在庫の圧縮を図り、売上総利益率の改善を目指

しております。また、品番数の削減による在庫管理の効率

化、総物量の圧縮による物流費の削減等によりコスト低減

策を実施しております。 

 また、「ザ・ノース・フェイス」ブランド事業の継続拡

大と、導入２年目の「スピード」ブランド事業の売上の積

極拡大を図り、平成21年３月期においては営業利益の黒字

化の実現を目指しております。 

 資金面におきましては、本社ビル売却資金により、当連

結会計年度末には有利子負債を3,484百万円削減しており

ます。また、新連結会計年度には東京第２ビル売却により

約1,600百万円の収入が見込まれるほか、主要取引金融機

関との取引関係維持・強化により、資金調達の安定化を図

るとともに、さらなる有利子負債の圧縮に取り組んでまい

ります。 

 なお、連結財務諸表は継続企業を前提に作成されてお

り、上記の重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映して

おりません。 

該当事項はありません。 

  



(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社数 12社 

 主要な連結子会社の名称 

㈱ゴールドウインテクニカルセンター 

㈱ウエザーステーション 

㈱イー・エス・ジー  

㈱ゴールドウインロジテム  

㈱ゴールドウインエンタープライズ 

㈱ゴールドウイントレーディング 

北京奥冠英有限公司 

㈱シークラフト 

㈱ジーパーソン 

㈱カンタベリー オブ ニュージーランド ジャパン 

㈱テイースポーツ 

（協）富山ニット工業センター   

  

(1）連結子会社数 10社 

 主要な連結子会社の名称  

㈱ゴールドウインテクニカルセンター 

㈱イー・エス・ジー  

㈱ゴールドウインロジテム  

㈱ゴールドウインエンタープライズ 

㈱ゴールドウイントレーディング 

北京奥冠英有限公司 

㈱シークラフト 

㈱カンタベリー オブ ニュージーランド ジャパン 

㈱テイースポーツ 

（協）富山ニット工業センター   

 なお、前連結会計年度において連結

子会社でありました㈱ウエザーステー

ションおよび㈱ジーパーソンは平成20

年４月１日付で当社と吸収合併により

消滅したため、連結の範囲から除いて

おります。 

 また、㈱シークラフトおよび㈱テイ

ースポーツは平成20年９月30日付で解

散決議を行い、現在清算手続中であり

ます。  

  (2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

GOLDWIN EUROPE S.R.L. 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱ナナミカ 

GOLDWIN EUROPE S.R.L. 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社（４社）はいずれも

小規模であり、合計の総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）

および利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の非連結子会社および関

連会社数 ４社 

主要な会社名 

（非連結子会社） 

㈱ナナミカ 

（関連会社） 

㈱パシフィッククロージング 

GOLDWIN KOREA Corporation 

ゴールドウイン開発㈱ 

 従来、持分法非適用会社でありま

した㈱ナナミカについて重要性が増

したため当連結会計年度より持分法

適用会社に含めております。 

(1）持分法適用の非連結子会社および関

連会社数 ３社 

主要な会社名 

（非連結子会社） 

㈱ナナミカ 

（関連会社） 

GOLDWIN KOREA Corporation 

ゴールドウイン開発㈱ 

 なお、前連結会計年度において持

分法適用会社でありました㈱パシフ

ィッククロージングは平成20年９月

の清算結了に伴い、持分法適用会社

から除いております。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（GOLDWIN EUROPE S.R.L.ほか２社）

および関連会社（ゴールドウインアパ

レル(協)）は、それぞれ当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余金

（持分に見合う額）等に及ぼす影響が

軽微であり、全体としても重要な影響

を及ぼしていないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

(2）      同左 

(3）持分法適用会社のうち、GOLDWIN  

KOREA Corporationの決算日は12月31日

であり、持分法適用にあたっては同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち北京奥冠英有限公司

の決算日は、12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っており

ます。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…… 

 当連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの…… 

同左 

  時価のないもの…… 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの…… 

同左 

  ロ デリバティブ…… 

 時価法によっております。 

ロ デリバティブ…… 

同左 

  ハ たな卸資産…… 

 主として移動平均法による原価法を

採用しております。 

ハ たな卸資産…… 

 主として移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。 

  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を

適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影

響はそれぞれ軽微であります。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

イ 有形固定資産  

建物（建物附属設備を除く）…… 

 定額法を採用しております。 

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く）…… 

 定額法を採用しております 

  その他の有形固定資産…… 

 定率法を採用しております。 

 但し、国内連結子会社１社および

在外連結子会社１社は定額法によっ

ております。 

その他の有形固定資産…… 

 定率法を採用しております。 

 但し、国内連結子会社１社および

在外連結子会社１社は定額法によっ

ております。 

  少額減価償却資産…… 

 取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却を

しております。 

少額減価償却資産…… 

 取得価額が10万円以上20万円未満

の資産については、３年均等償却を

しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

 なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

  建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～12年

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～12年

  （会計方針の変更） 

 当社および国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当連結会計年

度より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。なお、この

変更による損益に与える影響は軽微

であります。 

（追加情報） 

 平成19年３月31日以前に取得した

資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しておりま

す。これにより営業損失が27百万円

増加、経常利益は29百万円減少、税

金等調整前当期純損失は29百万円増

加しております。 

  ロ 無形固定資産  

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

ロ 無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法を採用しております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却方法 

────── ハ リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しておりま

す。  

 なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率または債務

者区分に応じて計上しており、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、

支給見込額に基づき当連結会計年度負

担額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 返品調整引当金 

 製品および商品の返品による損失に

備えるため、過去における返品実績を

基準として計上しております。 

ハ 返品調整引当金 

同左 

  ニ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、過去勤務債務は

その発生した期において一括費用処理

しており、数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間内の一定の年数（12

年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。 

ニ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、数理計算上の差

異は、各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（12年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産、負債および収

益、費用は在外子会社等の決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は「純資産の部」における為替換算調整

勘定および少数株主持分に含めておりま

す。 

 同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

────── 



  

  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 ただし、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引について特例処

理を、振当処理の要件を満たしている

為替予約取引について振当処理を採用

しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利キャップ取引、金

利スワップ取引、為替

予約取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…同左 

  ヘッジ対象…借入金利息、外貨建予

定取引 

ヘッジ対象…同左 

  ③ ヘッジ方針 

 金利リスクおよび為替変動リスクの

低減のため、対象債権債務の範囲内で

ヘッジを行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動

またはキャッシュ・フロー変動を比較

し、相関性を見て有効性を評価してお

ります。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

  ロ 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

ロ 連結納税制度の適用 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用してお

ります。 

同左 

６．のれんおよび負ののれん

の償却に関する事項 

 のれんの償却については、発生年度以

後５年間の均等償却を行っております。

ただし、金額の僅少な場合には、発生時

に損益として処理しております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金お

よび容易に換金可能であり、かつ価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



                     

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（ロイヤルティ収入の会計処理方法） 

 従来、営業外収益に計上しておりましたロイヤルティ収

入は、当連結会計年度から売上高に含めて計上する方法に

変更いたしました。この変更は、海外ブランド事業に関す

る収益力の強化および当該事業に関する利益管理責任の明

確化のために社内組織変更を行った事により、今後海外ブ

ランド事業を当社の主たる事業の一つとして位置付け更な

る営業強化を図る事になった事に加え、海外ブランド事業

育成の為のマーケティング等営業支援の効果により当該収

入の金額的重要性が増していることから、経営成績をより

適切に表示するために行ったものであります。なお、この

変更により従来と同一の基準によった場合と比較し、売上

高は1,069百万円増加し、営業外収益は同額減少した結

果、営業損失は1,069百万円減少しましたが、経常利益お

よび税金等調整前当期純損失に与える影響はありません。

────── 

────── （リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース会計に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会

計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しており

ます。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 



  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規制

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」はそれぞれ8,369

百万円、94百万円、600百万円であります。 

（連結損益計算書）  

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「手形売却損」および「為替差

損」（前連結会計年度はそれぞれ64百万円、6百万円）

は、重要性が増加したことから、区分掲記しました。 

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

 前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローに掲記していた「固定資産処分損」および

「その他」に含まれている固定資産売却益（8百万円）

は、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い、比較可能性

を向上するため、当連結会計年度より「固定資産処分損

益」に区分掲記しております。 



  

(8）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

※１ このうち下記資産は、短期借入金100百万円、長期

借入金（１年内返済予定を含む）1,168百万円およ

び割引手形74百万円の担保に供しております。 

※１ このうち下記資産は、長期借入金（１年内返済予定

を含む）826百万円、割引手形78百万円の担保に供

しております。 

建物 1,321百万円（期末簿価）

土地 1,215百万円（  〃  ）

投資有価証券 2,080百万円（  〃  ）

計 4,618百万円  

建物 1,075百万円（期末簿価）

土地 697百万円（  〃  ）

投資有価証券 1,260百万円（  〃  ）

計 3,032百万円  

※２ 有形固定資産減価償却累計額 6,695百万円 ※２ 有形固定資産減価償却累計額 6,229百万円

※３ 非連結子会社および関連会社にかかる注記 

各科目に含まれている非連結子会社および関連会社

に対するものは次のとおりであります。 

※３ 非連結子会社および関連会社にかかる注記 

各科目に含まれている非連結子会社および関連会社

に対するものは次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 5,972百万円

投資その他の資産その他 

（出資金） 
28百万円

投資有価証券（株式） 4,631百万円

投資その他の資産その他 

（出資金） 
330百万円

 ４ 偶発債務  ４ 偶発債務 

（受取手形割引高等） 

受取手形割引高 242百万円

信託等による売掛債権譲渡高 2,757百万円

（保証債務） 

 連結会社以外の会社のリース会社との取引に対

し、債務保証を行っております。 

（受取手形割引高等） 

㈱ナナミカ    20百万円

受取手形割引高 905百万円

信託等による売掛債権譲渡高 2,194百万円



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

※１ 販売費および一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

広告宣伝費 3,147百万円

役員報酬及び給与手当 6,344百万円

賃借料 2,658百万円

賞与引当金繰入額 332百万円

退職給付費用 165百万円

広告宣伝費 2,890百万円

役員報酬及び給与手当 5,722百万円

賃借料 2,570百万円

賞与引当金繰入額 350百万円

退職給付費用 238百万円

※２ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費 

473百万円 

※２ 一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費 

460百万円 

※３ 固定資産売却益の内容 ※３ 固定資産売却益の内容 

土地 1百万円

建物 7百万円

計 8百万円

建物・土地 387百万円

その他 34百万円

計 421百万円

※４ 固定資産処分損の内容 ※４ 固定資産処分損の内容 

建物・土地 4,507百万円

機械装置及び運搬具 9百万円

その他 4百万円

計 4,521百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 15百万円

計 15百万円

 ※５ ブランド整理損 

 ブランドの整理に伴う店舗閉鎖等による損失であ

ります。 

 ※５ ブランド整理損 

 ブランド廃止に伴う商品廃棄等による損失であり

ます。 

────── 

  

 ※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。 

 当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎

としてグルーピングし、遊休資産については個々の

資産ごとに減損の検討を行っております。なお、店

舗については各店舗を基礎としてグルーピングを行

っております。 

 減損は業務不振や時価の低下を要因としており、

採算の悪化している店舗の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、遊休資産・売却予定資産については不

動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士からの評価

まで減額し、当該減少額を減損損失（127百万円）と

して特別損失に計上いたしました。その内訳は、建

物及び構築物33百万円、土地23百万円、リース66百

万円、その他4百万円であります。  

場所 用途 種類  

 東京都豊島区等  営業店舗   建物及びリース等

 富山県小矢部市  遊休資産   建物及び土地  

 富山県小矢部市  売却予定資産  建物及び土地 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加13千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  58,441  －  －  58,441

合計  58,441  －  －  58,441

自己株式                        

普通株式  110  13  －  124

合計  110  13  －  124

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  171

合計 －  －  －  －  －  171



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式の株式数の増加37千株は、ストック・オプションの行使による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加38千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

   

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式 （注）１  58,441  37  －  58,478

合計  58,441  37  －  58,478

自己株式                        

普通株式 （注）２  124  38  －  163

合計  124  38  －  163

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結会計
年度末 

当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
ストック・オプションと

しての新株予約権 
－  －  －  －  －  185

合計 －  －  －  －  －  185

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 5,256百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △637百万円

現金及び現金同等物 4,619百万円

現金及び預金勘定 3,825百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △498百万円

現金及び現金同等物 3,326百万円



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 スポーツ用品関連事業の売上高、営業利益および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益お

よび資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 スポーツ用品関連事業の売上高、営業利益および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益お

よび資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）および当連結会計年度（自平成20年４月１日 

至平成21年３月31日） 

 本邦の売上高および資産の金額は、全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に

占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）および当連結会計年度（自平成20年４月１日 

至平成21年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



 （注） 算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益または当期純損失(△) 

  

該当事項はありません。 

  

  

（開示の省略） 

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション

等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しており

ます。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 239.25円

１株当たり当期純損失 103.58円

１株当たり純資産額 217.78円

１株当たり当期純利益 23.14円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  
前連結会計年度

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  14,130  12,894

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  178  195

（うち新株予約権）  (171)  (185)

（うち少数株主持分）  (7)  (9)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  13,952  12,699

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通

株式の数（千株） 
 58,316  58,314

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当期純利益または当期純損失（△）（百万円）  △6,041  1,349

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益または当期純損失

（△）（百万円） 
 △6,041  1,349

期中平均株式数（千株）  58,328  58,325

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,299 2,817

受取手形 1,858 1,513

売掛金 8,120 8,050

商品及び製品 7,310 6,175

仕掛品 87 61

原材料及び貯蔵品 577 757

前渡金 22 17

未収入金 859 537

前払費用 895 897

その他 242 102

貸倒引当金 △362 △64

流動資産合計 23,910 20,866

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,220 1,090

構築物（純額） 88 79

機械及び装置（純額） 3 3

車両運搬具（純額） 1 1

工具、器具及び備品（純額） 57 68

土地 1,331 827

リース資産（純額） － 88

その他（純額） － 1

有形固定資産合計 2,702 2,160

無形固定資産   

商標権 1,567 1,179

ソフトウエア 3 0

施設利用権 20 28

リース資産 － 2

無形固定資産合計 1,590 1,210

投資その他の資産   

投資有価証券 2,768 1,740

関係会社株式 962 964

出資金 1 1

関係会社出資金 540 858

長期貸付金 98 97

従業員に対する長期貸付金 6 5

関係会社長期貸付金 4,333 3,917

破産更生債権等 150 152

長期前払費用 49 33

差入保証金 1,969 2,625

退職給与引当資産 108 117

長期預金 800 800

その他 159 108



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

貸倒引当金 △2,946 △3,022

投資その他の資産合計 9,001 8,400

固定資産合計 13,294 11,771

資産合計 37,205 32,637

負債の部   

流動負債   

支払手形 3,034 2,983

買掛金 6,396 6,313

短期借入金 2,778 1,978

1年内償還予定の社債 3,110 1,230

1年内返済予定の長期借入金 2,849 1,850

リース債務 － 27

未払金 1,539 1,054

未払法人税等 43 82

未払消費税等 274 123

未払費用 198 245

預り金 23 29

賞与引当金 258 315

返品調整引当金 370 285

その他 111 69

流動負債合計 20,987 16,587

固定負債   

社債 1,370 140

長期借入金 3,960 4,786

リース債務 － 68

繰延税金負債 450 70

退職給付引当金 846 868

投資損失引当金 98 98

その他 428 502

固定負債合計 7,154 6,535

負債合計 28,142 23,122

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,321 10,329

資本剰余金   

資本準備金 2,580 8

その他資本剰余金 2,952 －

資本剰余金合計 5,532 8

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △7,506 △956

利益剰余金合計 △7,506 △956

自己株式 △28 △38

株主資本合計 8,319 9,343



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 624 20

繰延ヘッジ損益 △51 △35

評価・換算差額等合計 572 △15

新株予約権 171 185

純資産合計 9,063 9,514

負債純資産合計 37,205 32,637



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 35,864 39,220

売上原価   

商品期首たな卸高 7,660 7,292

当期商品仕入高 1,205 1,190

当期製品製造原価 23,514 21,708

合計 32,381 30,192

商品期末たな卸高 7,310 6,168

売上原価合計 25,071 24,023

売上総利益 10,793 15,196

返品調整引当金戻入額 85 85

差引売上総利益 10,878 15,281

販売費及び一般管理費   

支払手数料 744 800

運賃及び荷造費 703 676

保管費 1,212 1,074

広告宣伝費 2,547 2,593

役員報酬及び給料手当 4,273 4,777

賞与引当金繰入額 255 307

退職給付費用 141 205

福利厚生費 555 803

旅費及び交通費 554 523

減価償却費 391 413

賃借料 302 1,859

研究開発費 185 205

その他 812 951

販売費及び一般管理費合計 12,680 15,191

営業利益又は営業損失（△） △1,802 89

営業外収益   

受取利息 109 91

受取配当金 942 1,173

受取賃貸料 279 174

受取ロイヤリティー 264 179

その他 130 70

営業外収益合計 1,727 1,690

営業外費用   

支払利息 427 296

賃貸設備減価償却費 65 41

賃貸商標権償却 116 89

為替差損 － 113

その他 208 178

営業外費用合計 817 718

経常利益又は経常損失（△） △892 1,060



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別利益   

固定資産売却益 8 387

貸倒引当金戻入額 7 111

合併差益 － 106

その他 － 48

特別利益合計 16 654

特別損失   

固定資産処分損 4,506 2

関係会社株式評価損 359 0

関係会社債権償却引当損 779 －

減損損失 － 69

店舗閉鎖損失 － 59

ブランド整理損 244 305

特別退職金 184 69

投資損失引当金繰入額 98 －

その他 221 31

特別損失合計 6,395 537

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △7,270 1,177

法人税、住民税及び事業税 145 160

法人税等調整額 90 －

法人税等合計 235 160

当期純利益又は当期純損失（△） △7,506 1,017



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 10,321 10,321

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 8

当期変動額合計 － 8

当期末残高 10,321 10,329

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,580 2,580

当期変動額   

新株の発行（新株予約権の行使） － 8

準備金から剰余金への振替 － △2,580

当期変動額合計 － △2,571

当期末残高 2,580 8

その他資本剰余金   

前期末残高 3,367 2,952

当期変動額   

損失処理による欠損填補 △415 △5,532

準備金から剰余金への振替 － 2,580

当期変動額合計 △415 △2,952

当期末残高 2,952 －

資本剰余金合計   

前期末残高 5,947 5,532

当期変動額   

損失処理による欠損填補 △415 △5,532

新株の発行（新株予約権の行使） － 8

当期変動額合計 △415 △5,524

当期末残高 5,532 8

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △415 △7,506

当期変動額   

損失処理による欠損填補 415 5,532

当期純利益又は当期純損失（△） △7,506 1,017

当期変動額合計 △7,091 6,549

当期末残高 △7,506 △956



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 △415 △7,506

当期変動額   

損失処理による欠損填補 415 5,532

当期純利益又は当期純損失（△） △7,506 1,017

当期変動額合計 △7,091 6,549

当期末残高 △7,506 △956

自己株式   

前期末残高 △25 △28

当期変動額   

自己株式の取得 △2 △10

当期変動額合計 △2 △10

当期末残高 △28 △38

株主資本合計   

前期末残高 15,828 8,319

当期変動額   

損失処理による欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △7,506 1,017

自己株式の取得 △2 △10

新株の発行（新株予約権の行使） － 17

当期変動額合計 △7,509 1,024

当期末残高 8,319 9,343



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,153 624

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △528 △604

当期変動額合計 △528 △604

当期末残高 624 20

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △38 △51

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 16

当期変動額合計 △13 16

当期末残高 △51 △35

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,114 572

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △542 △587

当期変動額合計 △542 △587

当期末残高 572 △15

新株予約権   

前期末残高 63 171

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 108 14

当期変動額合計 108 14

当期末残高 171 185

純資産合計   

前期末残高 17,006 9,063

当期変動額   

損失処理による欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △7,506 1,017

自己株式の取得 △2 △10

新株の発行（新株予約権の行使） － 17

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △434 △572

当期変動額合計 △7,943 451

当期末残高 9,063 9,514



  

(4）継続企業の前提に関する注記

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社は、当事業年度において1,802百万円の営業損失を

計上し、３期連続の営業損失となりました。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当該状況を解消すべく、当事業年度においては平成19年

11月15日に発表した中期経営計画に基づき、基礎収益力の

回復策として「不採算事業からの撤退」「人員体制の見直

しによる人件費の削減」を行い、また財務体質の強化とバ

ランスシートの健全化をめざして「本社ビルの流動化」を

実施し、有利子負債の削減に努めてまいりました。 

 中期経営計画に基づき、構造改革は予定どおり推進中で

ありますが、結果として多額な特別損失を計上し、7,506

百万円の当期純損失となりました。 

 中期経営計画の骨子は以下のとおりです。 

 ・不採算事業からの撤退による採算性の確保 

 ・人員体制の見直しによる人件費の削減 

 ・調達改革によるコストおよび在庫の削減 

 ・物流改革によるコストの削減 

 ・不動産の売却による有利子負債の削減 

 新事業年度には、調達改革および物流改革の具体策とし

て、売上計画の確実な達成を図るため需要動向を詳細に分

析し、過剰供給を抑制することにより、返品・値引の削減

や滞留在庫の圧縮を図り、売上総利益率の改善を目指して

おります。また、品番数の削減による在庫管理の効率化、

総物量の圧縮による物流費の削減等によりコスト低減策を

実施しております。 

 また、「ザ・ノース・フェイス」ブランド事業の継続拡

大と、導入２年目の「スピード」ブランド事業の売上積極

拡大を図り、平成21年３月期においては営業利益の黒字化

の実現を目指しております。 

 資金面におきましては、本社ビル売却資金により、当事

業年度末には有利子負債を3,427百万円削減しておりま

す。また、新事業年度には東京第２ビル売却により約

1,600百万円の収入が見込まれるほか、主要取引金融機関

との取引関係維持・強化により、資金調達の安定化を図る

とともに、さらなる有利子負債の圧縮に取り組んでまいり

ます。 

 なお、財務諸表は継続企業を前提に作成されており、上

記の重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりませ

ん。 

該当事項はありません。  



(1）役員の異動 

① 代表者の異動（平成21年６月26日付予定） 

（注）本日付で開示の「代表取締役の異動に関するお知らせ」をご参照ください。 

  

② その他の役員の異動（平成21年６月26日付予定） 

  新任取締役候補 

  

  

  

  

以 上  

   

６．その他

新役職名 氏  名 旧役職名 

取締役相談役 西田 東作 代表取締役会長  

新役職名 氏  名 旧役職名 

取締役執行役員 

アクティブスタイル事業本部本部長 

神成 一郎  

  

執行役員  

アクティブスタイル事業本部本部長
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